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研究ノート      

診療情報の保護と有効活用 ─電子健康保険証の導入を射程として─ 

 

増成 直美１) 

  

近年の医療費高騰を抑制し、より適切で安全な医療を患者に提供するために、患者の診療情報の電子化を推進する世界的な動きが

ある。本稿では、患者の自己情報コントロール権に対する配慮が厚く、医療領域における法整備に関しても国民的議論を尽くす傾向

があるドイツにおける電子健康保険証導入の状況を参照し、わが国において診療情報の電子化を推進し、すべての国民がその恩恵に

あずかれるような法的環境整備を探る一助としたい。ドイツでは、情報技術と通信技術を駆使した医療管理体制eHealthの整備の第

一歩として、eGKの導入を開始した。そこでは、被保険者が医療従事者に対して個々に自己のデータの利用に関して同意をしたときに

だけ、eGKに由来するデータが収集され、処理、利用され、そして読み取られるシステムづくりが行われた。eGKへの格納データに関

しても、患者の意思が反映できるようになっている。これらのドイツの状況は、患者への医療の効率化、高度化には有益であるが、

患者の診療情報の研究への利用に関しては、問題が多いように思われた。 

 

 

キーワード：個人情報、電子健康保険証、データ保護、自己情報コントロール権  

 

Ⅰ 緒言 

近年の医療費高騰を抑制し、より適切で安全な医療

を患者に提供するために、患者の診療情報の電子化を

推進する世界的な動きがある 1)。診療情報の巨大デー

タベース化や電子健康保険証を導入することで、医療

事務の軽減を図り、疫学研究において診療情報を有効

活用して薬の有効性や有害作用等を早期に把握しよう

とするものである。しかし、これらの公益に対しては、

患者のプライバシー保護という大きな法益が対峙する
2)。現にドイツでは、2010年8月に電子健康保険証（Die 

elektronische Gesundheitskarte 以下、eGK）導入に

反対する訴訟が提起された 3)。本稿では、ドイツにお

ける eGK 導入の状況を参照しながら、相反する 2 つの

法益を調整しつつ、診療情報の電子化を推進し、すべ

ての国民がその恩恵にあずかれるような、わが国にふ

さわしい法的環境整備を探りたい。 

 

Ⅱ 電子健康保険証（eGK）の導入 
１. eGK 導入の目的 
ドイツでは、情報技術と通信技術を駆使した医療管

理体制 eHealth の実現を目指したシステムづくりが進

行中である4)。eGKは、このeHealthという世界的に注

目を集めるテレマティック・プロジェクトにおいて、 

１）日本赤十字九州国際看護大学 

先駆者としての役割を持つ。しかしながら、従来の健

康保険証からこの eGK への移行は、当該プロジェクト

においては、目前の目標にすぎない。eHealth におい

て多くの診療情報を電子化することで、患者に対する

最善の医療サービスの提供と、管理業務の効率化によ

る経費の削減が期待されている。この意味においては、

eGKは、ドイツの保健システムを変革しうるのであり、

公的健康保険の、場合によっては私的健康保険におけ

る被保険者の給付に際して有用となる5)。 

しかし、ドイツが最終的に目指す医療管理体制

eHealth 構想は、ドイツ国内 8,000 万人の被保険者、

123,000 の開業医、65,000 の歯科医、21,000 の薬局、

2,200 の病院、および医療保険機関の情報コミュニケ

ーションをネットワーク化することにある 6)。それに

よって、患者の個別事情を配慮した最適な医療措置の

提供が可能になり、迅速かつ効果的な医療措置により

早期快癒を実現し、医療サービスの質の向上を目指す。

同時に、業務効率化等によるコスト削減、事務手続と

業務プロセスの効率化、医療処置とその流れの透明化

による過剰・重複医療や投薬ミスの防止、一般医師、

専門医師、病院、薬局等の医療従事者間、あるいは健

康保険組合との柔軟なコミュニケーションを実現し、

ドイツがこれまで抱えてきた医療課題の改善を目指す
4)。他方で、患者の情報自己コントロール権の確保およ
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びデータ保護も必須条件として最重視している 5)。こ

れが実現すれば、まさに世界に誇る保健システムとな

るであろう。 
 
２. eGKの法的根拠 

（１）被保険者の自己情報コントロール権 

ドイツでは、高額所得者の 1 割弱を除いた総ての国

民が、公的健康保険に強制的に加入している。高額所

得者は、公的保険には入れないので、民間保険に加入

する。ドイツの医療保険は非営利組合である 500 ほど

の「疾病金庫」が運営主体になっている 7)。ドイツに

おいても、疾病構造の変化や高齢化による医療費の高

騰は重大な問題である 4)。とくに、医師、薬局等医療

サービス提供者と医療保険機関との間でやり取りされ

る年間約 8 億枚といわれる処方せんの処理が、問題と

なっている。また、医療保険の運営主体の数が多すぎ

て、それらの間の大量のデータ交換の負担や、年間100

万ユーロを超えるシステムの不正使用による損失額が

判明する等といった多くの問題を抱えていた。それら

の対策の１つとしても、診療情報の電子化に期待がか

かっている5)。 

一方で、ドイツではこれまでの医療行政においても、

患者の自己情報コントロール権に対する配慮が厚く、

医療領域における法整備に関しても、国民的議論を尽

くす傾向があった 8)。それは、個人の自己情報コント

ロール権の保障の意義を示した、1983年 12月15日の

ドイツ連邦憲法裁判所の国勢調査判決に基づくもので

ある9)。 

個人の自己情報コントロール権とは、「いつ、いかな

る限度で、個人的な生活状況が明らかにされるのかを

原則として自分で決定する自己決定権の考えから導き

出される個々の権限」とされる。本判決によれば、情

報技術と通信技術の発展した現代の情報処環境の下で

は、個人情報の無制限な収集、蓄積、利用、提供に対

する個人の保護が、一般的人格権として保障される。

自己の個人情報の開示および利用については、基本的

にこれに関して自分で決定する個人の権限をドイツ基

本法が保障する。というのは、今日および将来の自動

化された情報処理の環境下では、特定のまたは識別可

能な個人関連情報を技術的には無制限に蓄積すること

ができ、かつ、いつでも距離に関係なく瞬時に引き出

すことができ、さらに統合的な情報システムができた

場合には、他のデータベースとの照合により、部分的

なあるいは完全な個人のプロフィールを作り上げるこ

とができるからである。そして、その場合、当該情報

主体は、このプロフィールの正確性やその利用につい

て、十分なコントロールを及ぼすことができない。す

なわち、情報主体が影響力を行使できないような情報

の提供がプライバシーの破壊につながる、というので

ある。 

以上のような背景から、今回のeGK導入に関しても、

国民の自己情報コントロール権にかかわるものである

として、法的基盤の確立が試みられている。 

（２）法律の整備 

まず、eGKの導入に際して、患者の自己情報コント

ロール権の保障等のために、2003年 11月、医療保健

制度の電子化の基盤となる「公的健康保険近代化法

（GMG: Gesetz zur Modernisierung der gesetzlichen 

Krankenversicherung von 14 November 2003）」が可決

成立した。その立法の趣旨は、ドイツ保健システムの

経済的局面にとって多大な意義を伴う費用節約だけで

なく、むしろコミュニケーションの最適化を通じて治

療の展開を改善し、医療サービスの質を高めることだ

といわれている6)。臨床の場においては、すべての関

係者間の迅速で確かな行政上および医療上のコミュニ

ケーションが求められる。革新の情報技術および通信

技術を通じて、医師および看護職員は、熟練活動以外

の負担が軽減されることになる。 

それを受けて2005年 6月、社会法典第5編 ─公的

健康保険法─（Fünftes Buch Sozialgesetzbuch 

–Gesetzlich Krankenversicherung–, 以下、SGB Ⅴ）

に、eGKの導入が規定された（SGBⅤ291条 a第 1項）。

これは、公的健康保険組合すなわち疾病金庫に対し、

これまでの健康保険証に代わって新たにeGKの発行を

義務づけるものである。患者の治療の効率化、医療サ

ービスの質および透明性の向上のために、従来の健康

保険証がeGKに変更されることになった。それに関し

ては、SGB Ⅴの規定 －データ処理の原則に関しては

SGB Ⅴ284条以下、健康保険の情報の基盤に関する規

定に関してはSGB Ⅴ288条以下－ に定められている
10)。そして、eGKを全国的に導入することになり、その

ための技術的な実施方法等も規定された（SGB Ⅴ291

条 a第1項）。 

（３）被保険者のプライバシー保護システム 

被保険者の自己情報コントロール権保障のために、

立法者は、被保険者が医療従事者に対して個々に自己

のデータの利用に関して同意をしたときにだけ、eGK

に由来するデータが収集され、処理、利用され、そし
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て読み取られるシステムづくりを行った。すなわち、

eGK に由来するデータへのアクセスは、当該医療従事

者が治療のためにデータを得る必要があることを示す、

電子医療従事者証明書（HBA：Heilberufsausweis）が

提示されたときにだけ許される。医師の処方の電子的

および機械的に使用できるフォームでの伝送の場合に

も、そのためのHBAが必要となる。その際、その都度、

確かな認証と適格な電子署名が前提とされる。さらに、

被保険者による個人識別番号（PIN: persönliche 

Identifikationsnummer）の入力が求められる。すなわ

ち、この入力が、個人の同意の証とみなされる。これ

らの手続きは、緊急時のデータ処理には該当しないも

のの、とくに電子的病歴要約および電子カルテの場合

には必要となる。 

これに加えて、SGB Ⅴ291 条 a 第 3 項による、被保

険者による自由意思を基盤とする運用が注目される。

当該条項には、「被保険者がその診療情報の利用に関し

て自ら決定する」旨が規定されている。これは、被保

険者に使用の選択の幅のない、今までのいわゆる「義

務運用」に対抗するものである。ただし、義務運用は、

SGB Ⅴ291 条第 2a 項から導かれる 291 条第 2 項、291

条 a 第 1 項および第 2 項 1 号、2 号により、被験者の

基本データは、今回も対象となる（SGB Ⅴ291 条第 2a

項2号）。これには、291条a第2項1文による電子レ

セプトも含まれる。 

 eGKの運用の際の法律上および組織上の安全装置は、

立法者によって新たに用意された電子的通信手段であ

り、その中心的機能は暗号化技術である。eGKの利用、

とくに電子的に蓄積された医療データは、暗号化され

る。いわゆる患者の秘密に関しては、患者自身が自己

の所有する鍵でデータのロックを解除できるというこ

とになる。医療体制の情報化におけるこの放棄できな

い基本的前提は、ドイツ基本法 1 条 1 項から導かれる

2 条 1 項の自己情報コントロール権に基づくものであ

る 9)。当然のことながら、他の法律上および組織上の

診療データの収集や処理の安全性も付帯する。これに

は、とりわけ被保険者および患者の説明請求権、自由

意思によるデータ削除権、アクセスの記録、医師によ

るデータへの署名も含まれる。 

カードの悪用防止措置として、被保険者本人の顔写

真も eGK 上に掲載される。この写真は、権限なく医療

サービス給付を求める者を阻止するのに役立つ。他人

によるカードの濫用は、これにより阻止されることに

なろう。原則的には、すべての被保険者は、健康保険

組合に写真を送信する義務がある。ただし15歳未満の

子ども、およびたとえば重度の障がいのために写真作

成に協力が難しい者は、写真なしで eGK の発行を受け

ることができる。これらの例外要件に該当しない場合

には、eGK上の写真掲載が強制される7)。 

多くの健康保険組合は、その組合員が写真を提供で

きるような機会を提供している。たとえば、いくつか

の健康保険組合は、その被保険者に既に切手を貼った

返信用の封筒を送付しているし、デジタルでの写真送

付の機会を提供しているところもある。さらには、写

真スタジオとの契約、あるいは保険組合の事務所内に

写真撮影のためのブースを設置したりしているところ

まである。 

 それにもかかわらず、eGK の導入は、すでに規定さ

れている条項の運用による将来の展開 －救急処置の

ためのデータ、電子病歴要約、電子カルテ、被保険者

の記録もしくは薬物治療安全性試験－ へ移行される

とき、すでに見渡しのきかない限度で個人のプライバ

シー侵害のリスクを高める。その限りでは、すべての

代替可能なデータの内密性および整合性の保護の可能

性を操作することが重要となる。そのためには、デー

タ保護に基づいたテレマティック・インフラが必要で

ある。それには、前述のように、暗号化に際して、お

よび任意の暗号解読に対して、とくに高い保護水準が

保証されなくてはならない 11)。これには、情報技術の

発展可能性にすがるしかない。高度な情報技術が、効

果的な治療を紛れもなく提供し、結果として生じうる

データの濫用を差し止めることをも可能とする。 

医師によって改善されうるであろう、そして高度に

治療の質を確保できるような、すでに長期間にわたり

加速された患者情報を得るというそのような理想的な

テレマティック・インフラ設置への期待がある。同時

に、そのようなIT化を通じて、医療サービス給付の提

供に際して、多大な効率化の実利に専念しなければな

らない12)。 

（４）システムの運用 

 立法者は、このような eHealth の展開を、公的健康

保険組合連盟、保険医連邦連合、保険歯科医連邦連合、

連邦医師会、連邦歯科医師会、ドイツ病院協会、およ

びドイツ薬局連盟に義務づけた（SGB Ⅴ291 条 a 第 7

項）。その使命は、eGK、電子レセプトおよび電子カル

テの導入と運用のために、たとえば「手術中でも、適

応できるような情報インフラ、コミュニケーション・

インフラ、および安全性インフラ（テレマティック・
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インフラ）」を構築するというものである。そのために、

テレマティックの会社、ゲマティック社（Gesellschaft 

fur Telematikanwendungen im Gesundheitswesen 

（gematik） GmbH）が誕生した（SGB Ⅴ291 条 b）。ゲ

マティック社は、2005 年 1 月 11 日、ベルリンに設立

された。医療サービスの質の改善、経済性の向上、業

務プロセスの軽減による事務作業の削減、治療と医療

プロセスおよび患者情報の透明性の向上、医師と医療

保険のコミュニケーションの柔軟化を事業目標に掲げ

る13)。 

 今日、すでに、構想されたテレマティック・インフ

ラのためのそれ相応の「青写真」が提示されている（SGB 

Ⅴ291条 b第1項3文）。また、ゲマティック社は、eGK

とのインターネット運用のアーキテクチャーを完了し

ている 13)。それは、一方では医者の診療およびテレマ

ティック・インフラへのアクセス権者を内包し、他方

でそれ以外のアクセスに対しては最大の安全性を確保

する。たとえば、システム上のデータは、その運営者

に覗き見られることなく、暗号化されて計算センター

に送付される。eGK の所持者によって、データへの法

律上のアクセス権限のない者、もしくは被保険者への

医療サービス給付とは別の目的を持つ者に対して、給

付目的のための会計処理も含めてアクセスを許すこと

はありえない、といわれる。 

 いくつかの試用テストを経た後で、将来的には、テ

レマティック・インフラの総合的な利用のための「オ

ンライン手続」が導入されるべきであるといわれる。

これは、さらに、医療サービス給付提供者を、被保険

者および患者、費用負担者とネットでつなごうとする

ものである。全サービス事業者と医療体制における事

業者の全種類に対して、「公開プラットフォーム」が意

図されている14)。 

 eGK の機能設計とデータの安全性に関しては、連邦

保健省、医師、薬局、病院、医療保険機関、そしてシ

ステム開発に関わるIT会社の間で、今なお見解が対立

しているところもある。IT領域の技術発展は、日進月

歩であり、目を見張るものがあるが、同時にリスクも

上昇し、追いかけっこの状態である15)。2006年末以降、

ドイツ国内 7 箇所のモデル地域で、医療現場での実地

テストが行われている。そのような状況下で、2011年

10 月から公的健康保険組合の1つの AOK が、eGK の配

布を開始した。2012 年末までに、配布率 70%を目標と

し、2013年中に配布完了予定だという6)。 

 

３. eGK内の蓄積情報 

SGB Ⅴ291 条第 2a 項による、291 条 2 項、291 条 a

第1項、2項1号、2号によりeGK内に格納される情報

は、被保険者基本情報として、加入先健康保険組合名、

氏名、生年月日、性別、住所、被保険者番号、処方せ

んデータ、救急用データ、血液型、薬物アレルギーの

既往等、医師作成の電子カルテ、処方せんの電子化情

報である。救急用データおよび血液型、薬物アレルギ

ーの既往等、医師作成の電子カルテに関しては、eGK

上への格納は、被保険者の任意とされている。 

またカードの裏面には、欧州健康保険証 EHIC

（European health insurance card）が刷り込まれて

おり、他のEU加盟国で医療機関を利用した際、保険加

入事実の確認が容易になる（SGB Ⅴ291 条 a 第 2 項 2

号）。 

eGK の機能は、今後、段階的に拡充される予定であ

る 16)。初期段階では、eGK には既存の健康保険証と同

様に、被保険者の基礎情報（氏名、生年月日、性別、

被保険者番号、住所、加入先医療保険名等）が必須情

報としてICチップに記録される。 

続いて、本格的な診療情報の電子化への第 1 ステッ

プとしては、処方せんの電子化が行われる（eRezept）。

これにより医師、薬局等医療サービス提供者と医療保

険機関の間でやり取りされる年間約 8 億枚といわれる

処方せんの処理が大幅に軽減される。電子処方せんの

導入による費用削減効果は、1 億ユーロと推測されて

いる。次に、被保険者の同意を前提として（SGB Ⅴ291

条 a 第 3 項）、処方・服薬記録のオンライン管理が予

定されている｡これが実現すれば、患者の医薬品服用情

報を総合的に随時把握でき、副作用リスクをより考慮

に入れた措置が可能になる。 

拒絶反応を示す医薬品、アレルギー、既往症等とい

った救急用個人情報も、被保険者の同意を得た上で、

救急時に迅速かつ最善の処置を行う目的で電子的に管

理される予定である。 

さらに、医師間の情報交換の迅速化を図るため、診

断書等の医師作成書類（Arztbriefe）を電子化し、最

終段階では電子患者ファイル（EPA：elektronische 

Patientenakte）の作成を目指す。EPAには患者別に病

歴、検査結果、手術歴、レントゲン等の画像データも

統括管理される。 

eGK がオンライン管理されれば、情報交換が容易に

なり、eGK上の情報が常に最新に保たれるようになる。

どの情報を EPA に取り込み、誰にアクセス権を与える
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かは患者自身が決定できる（SGB Ⅴ291 条 a 第 3 項）

予定である 5)。システムがフル稼働する際には、ネッ

トワーク化した最新医療制度のツールとして、最適な

医療サービスの提供に貢献することが期待される。公

定健康保険組合は、業務プロセスの効率化や経費削減

への効果を大いに期待している6)。 

 

Ⅲ eGK の問題点 

１. 人格権 vs 社会権 

健康保険法上の医療サービス給付は、当該法律によ

って、給付権利者および給付提供者のデータの提供が

規定されるときにだけ、保証されうる。すなわち、給

付権利者および給付提供者のデータは、健康保険法上

の医療サービス給付の保証のための基本的要件を構成

する。一方で、それらのデータの使用は、個人への医

療サービス給付提供の正当性および経済性のコントロ

ールと審査にも貢献することになる17)。 

 他方で、すでに従来の社会保障に関するデータ保護

の枠内において、ドイツ基本法に基づいて求められて

いる自己情報コントロール権の保障が問題となる。こ

れは、必要で効率的な治療のための診療報酬金額と範

囲の決定のために、健康保険組合が、どのデータを真

に必要としているかにかかわる（SGB Ⅴ70 条）。さら

に、これらのデータは、医療従事者によってコントロ

ール目的のためにも必要とされ、収集・蓄積される（SGB 

Ⅴ276条）。しかし、それに対抗して、患者の自己情報

コントロール権に付帯する患者の秘密と医師の守秘義

務は、データ流通の保護を要請する 12)。その際、経済

的な医療サービスの給付が行われるためには、最終的

には収集されたデータをどこに提示するかは患者と主

治医が判断すべきだという結論に至る。そうでなけれ

ば、経済的な医療給付の運用パラメーターが、包括的

に各利用者に提示されることになってしまう。すでに

現在、医療サービス提供の経済性が優先されるような

状況下で、外来および入院治療の患者に関して、会計

データの転送に伴って、医療データが付随し、包括的

な患者プロフィールや疾病プロフィールが作成される

可能性が高まっている10)。 

 換言すれば、解決不可能のごとしである。一方で、

患者に関する情報、医師の秘密および医療サービス給

付の種類と方法に関するデータを保護し、しかし同時

に、公的健康保険組合による経済性のコントロールは、

これらの情報を使ってのみ可能になる。SGB Ⅴにおい

て規定されているようなデータ処理の原則は、憲法上

もデータ保護法上の視点からも、法治国家の展望から

も、その保護目的がリスクなく達成されるということ

は、併存可能であろうか。いや、これは、問題のある

不完全な図を描いているのであり、個人が社会保険の

加入者であるかぎりで、すでにとっくに自己情報コン

トロール権を制限されている「ガラスのような患者」

であり、「ガラスのような保険医」であることは、阻止

されえないといわれる18)。 

 

２. 経費 

eGK導入に関して、電子健康保険カードの発行費用、

医師や薬剤師等の医療従事者が利用する病院情報シス

テム、薬局管理システムといった一次システムの開発

費用､個人情報を保護することを目的に 4 年ごとに実

施されるカードの交換費用、医療機関に設置される読

み取り機の導入とそのメンテナンス費用等､約 30 億ユ

ーロを超える莫大な経費が計上されている。さらに、

2005 年から 2015 年までの間にかかる投資額と運営費

用の総額は、約70億ユーロになると見積もられており、

eGK 導入費用は巨額なものになっている 16)。しかしな

がら、ゲマティク社は、長期的にみた場合に電子健康

保険カードがもたらす便益の方が費用よりも高いと結

論づけている13)。 

 

３. 国民の理解 

（１）保険組合や関連するメディアの聴き取り調査に

よれば19)､国民の75%が eGKの導入に賛成で、これによ

り健康保険証の悪用が減り、電子患者ファイル（EPA）

等を通して将来的に様々な恩恵を被る、との反応であ

る。60 歳以上の高齢者ではやや低くなっている（約

70％）ものの、18 歳から 29 歳までの若年層の支持は

高い（85％）。情報の安全性については60％が信頼で

きるとするものの、多くの者は eGK のリスクについて

ほとんど知識がなく判断できないとしている。 

（２）ところが、多くの医師は、eGK の導入に慎重で

やや懐疑的であった20)。医師の80%は、eGK導入前にま

ずシステムを徹底的に開発する必要があるという。EPA

等の新機能には医師の70％が賛成しているものの、eGK

が基礎的な機能しか持たない段階で従来の健康保険証

と取り替えられることに、納得していない。データ保

護のコンセプトについて、被保険者は問題ないとする

が、医師の多くは疑問視している。 

 医師らは、データ保護のコンセプトの改良と eGK に

関する議論を継続している。ドイツ連邦医師会は、現
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在のデータ保護のコンセプトでは医師の職業倫理に基

づく医師と患者の信頼関係とは相いれず、医師の守秘

義務を守るだけの十分なデータ保護がない、個人主体

の人道的医学がこれまで実証してきた医療コンセプト

を破壊する、と主張する 21)。また、情報の安全性確保

に対する疑問に加えて、任意で保管された不完全情報

を医療行為で参照することはむしろ危険であり利用で

きないという批判の声も強い。 

  

４. 2010年 8月の eGK導入に反対する訴訟 

 eGK に反対する被保険者によるドイツでの初めての

訴訟が、2010 年 8 月 26 日にデュッセルドルフ社会裁

判所に提起された 3)。患者が eGK の使用を拒否した場

合でも、これまでと同様に医療サービス給付が受けら

れるか否かが争われた。eGK 上に格納される予定のデ

ータの種類は、既存の健康保険証に比べて拡張されて

おり、基本情報としてすでに格納されているデータ（名

前、住所、日付など）に加えて、自由意思によるとは

いえ、機密の個人識別可能な、現在の健康状態に関連

する情報も、格納されることが予定されている。これ

らのデータには、たとえば緊急時の医療サービス給付

のための情報、電子カルテ、投薬に関する情報も含ま

れる。このことに、ゾーリンゲン居住の被保険者であ

る32歳の男性が、自分の自己情報コントロール権が侵

害され、「ガラスのような脆い患者」に至ることを危

惧するとして、ベルギー健康保険組合を訴えた。 

原告の弁護士のヤン・クールマン（Jan Kuhlmann）

が述べているように、原告は、eGK が保健行政におけ

る新しい情報システムの一部であり、彼の診療データ

がこのシステムの中に蓄えられるということに危惧感

を覚えるとした。すなわち、「原告が自己のデータ保

護が危険にさらされているように思えるかぎり、彼は

この危惧感をもって、情報およびデータ保護の専門家

を招聘することができる」という主張である。 

当初、論争の eGK の使用の可否については数週間の

うちに決定する、と予想されていた。しかし、提訴か

ら 1 年半以上経過しても、判断が示されなかった。こ

れに対して、2011 年 12 月 3 日に施行した「長期の裁

判手続の法的保護に関する法律（Gesetz über den 
Rechtsschutz bei überlangen Gerichtsverfahren）」

により、2012年 4月7日、デュッセルドルフ社会裁判

所における eGK に対する裁判手続の遅延が指摘された
22)。これにより、当該裁判手続きの停滞が解消される

ことになった。 

 そして、ついに2012 年 6月 28 日、デュッセルドル

フ社会裁判所は、当該訴えを棄却するという結論に至

った 23)。ベルギー健康保険組合の被保険者である原告

は、公民権団体、プライバシー擁護派と患者および医

師団体の一部が所属している「電子カード反対」同盟

に支援されている 24)。彼らは、第三者によって覗き込

まれうる「電子医療記録」の構築に対して強い危惧感

を抱いている。裁判官の意見によれば、eGK は「現在

の形式においては、法律にも憲法にも抵触していない
23)」。 

 新しい eGK 上では、既存の健康保険証に比べ、これ

までのところ唯一写真の掲載だけが新しく追加されて

いる。将来的に展開されるであろう使用は、被保険者

の自由意思によるのであり、同意を与えたときにだけ

被保険者の診療情報が提供される予定である。eGK の

導入は、法律によって規定されており、健康保険組合

も法律に拘束されているので、被保険者による eGK の

使用の拒否はできない。健康保険証がないときは、医

療サービス給付および健康保険によるその清算を要求

することはできない。「医師（歯科医師）の治療を請

求する被保険者は、医師（歯科医師）に治療開始前に

自己の被保険者証を、給付請求の権限を証明するため

に提示しなければならない（291 条 2 項 1 文 1 号～10

号）」。被保険者が、その後、一定期間ごとに主治医

に保険証を提示することができないときは、医師は、

被保険者に対して治療に関わる私的弁済を要求するこ

とができる。緊急時のデータや電子カルテなどの利用

に関しては、裁判官は、本件訴訟においては訴訟物に

なっていないので判断すべきではないと、判決文中で

述べている23)。 

被保険者は、原則として、eGK に格納される情報を

自ら決定する。しかし、基本情報に関してだけは、原

告がその格納について決定することができない。とい

うのは、これは既存の健康保険証上の情報と同一であ

るからである。他方で、eGK は、原告が公的健康保険

の加入者であることを示すものである。原告の現物給

付請求は、eGK を通じて影響されない。それゆえに、

具体的訴訟物に関して、データ保護法上の相対的自由

意思、および今後予定されている eGK 上への蓄積可能

性を躊躇する理由はない。裁判所の責務は、eGK の導

入の適法性に関する包括的な評価ではなく、原告の具

体的な訴訟物に対する検討にあるという理由で、eGK

の導入が個人の自己情報コントロール権の侵害にあた

るか否か、すなわち、違憲か否かについての判断は行
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われなかった。これに対して、原告の弁護士は、州の

社会裁判所への控訴、および場合によってはカールス

ルーエの連邦憲法裁判所への上告の可能性について、

すでに言及している。そして、将来的には、eGK が患

者のプライバシーを侵害しないかがドイツ連邦憲法裁

判所で問われることになるであろうとの推測もある。 

 

Ⅳ 考察 

以前筆者が調査したドイツ地域がん登録事業では、

患者の自己情報コントロール権と研究の自由といった

自由権との衝突が問題だったが 8)、当該 eGK の導入に

おいては、患者の自己情報コントロール権と医療サー

ビス給付請求権といった社会権との衝突が問題となっ

ている。患者の自己情報コントロール権と医学研究者

の研究の自由との衝突の場面では、研究の自由は研究

内容やその発表等に関して干渉を受けないという自由

を保障するものであり、そのために他者の権利侵害を

許容するものではないことから、患者の自己情報コン

トロール権が優越する 2)。ところが、被保険者が医療

サービス給付請求権といった社会権を行使する場面で

は、被保険者の個人情報は医療サービス給付請求のた

めに必要であり、前提となるものであるから、その提

示は拒否できないとされた 23)。しかしながら、当該デ

ュッセルドルフ社会裁判所の判決は、従来の健康保険

証上の個人情報と同範囲の情報に関しての判断であり、

今後 eGK が将来的に格納するであろう処方せんデータ、

救急用データ、血液型、薬物アレルギーの既往等、医

師作成の電子カルテといった被保険者の診療情報の収

集・利用に対する裁判所の判断ではない。 

近年、臨床の場においては、一人ひとりの医師が持

つ貴重な経験を集約し、それらの中から有効な治療法

を獲得するという Evidence-Based Medicine（根拠に

基づいた医療、以下「EBM」という。）が、医療におい

て中心的役割を果たすものとなっている 25)。これは、

医師の個人的経験による病状や症例数が限られている

ため、多くの患者の診療情報を収集し、そこからエビ

デンスを形成し、それを基盤に全国どこでも一定レベ

ル以上の医療を提供しようとするものである。診療情

報の収集は、従来、患者個人への医療サービス給付の

前提として行われてきたが、EBM においては、エビデ

ンスの基盤としての重要な役割が期待されることにな

る。つまり、医学の発展のために、診療情報を「公の

利益」のためにも利用できるようなシステムづくりが

求められている。EBM が目指す、質の高い医療がどこ

でも誰にでも提供されることは、患者および潜在的患

者でもある全国民の利益でもある。 

わが国においても、個人情報保護法制上、診療情報

をどのように位置づけるべきかについては長期にわた

り検討が続いている。個人情報保護法の基本方針 26)で

は、医療を含めた 3 分野（医療、金融・信用、情報通

信等）について、格別の措置を分野ごとに検討するこ

とが掲げられており、金融分野の与信情報については

法律の改正が行われ、個人情報を「公の利益」のため

に利用することが可能となっている。 

2012 年 2 月 14 日、わが国において、マイナンバー

法案こと「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律案」が閣議決定され、

国会へ提出された。国家が個人識別番号を活用してよ

り正確な納税を確保するとともに、正確な所得に基づ

いて、社会保障を効果的・効率的に給付するという当

該法案が成立すれば、2013年に第三者機関が設置され、

2014 年 10 月に個人にマイナンバーを通知、2015 年 1

月以降にマイナンバーの利用が開始される予定であっ

た27)。医療分野においても、2013年の通常国会に提出

予定の特別法案で医療情報など機微な情報について審

議されることになっていた 28)。すなわち、マイナンバ

ー制度導入に際して、医療分野固有の法律が必要とさ

れ、その方向に動き出していた。しかし、マイナンバ

ー法案が審議入りしないまま、通常国会会期では「時

間切れ」で成立しないことが確定、継続審議となり、

この医療分野固有法も、見通しが立たなくなってしま

った29)。 

診療情報にかぎらず個人情報は、いったん流出すれ

ば取り返しのつかない事態になり、大きな損害をもた

らす可能性がある。診療情報の電子化がもたらす恩恵

は莫大なものだということは想像に難くないが、それ

と引き換えに国民が被りうるリスクに対しては万全を

尽くす必要がある。 

安全性の確保には情報技術面での取り組みが中心的

役割を果たさざるを得ないけれども、それとともに、

制度面でも、診療情報の電子化の際には当該情報主体

の同意を求める等のしくみづくりといった診療情報の

電子化のために必要な法的環境整備、電子化する情報

の種類・範囲の確定、データ連結範囲の明示等、わが

国に適したシステムづくりが必要である。 

たとえば、診療情報の収集・利用のためのシステム

づくりを検討する上では、国民全員に対して個人の診

療情報の収集およびその研究等への利用に対する承諾
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を義務付けるか、あるいは個人の自己情報コントロー

ル権を尊重する視点からドイツの eGK のように、国民

個人の意思を反映できるシステムを導入するかの検討

も必要であろう。また、診療情報の種類ごとに、強制

収集か任意収集にすることもできるであろう。データ

の連結に関しても、情報の種類ごとに制限の強弱をつ

けることも可能となろう。さらに、診療情報の研究等

への利用に関しては、特定の個人や団体に恣意的に提

供されるということがないように、そこにも情報提供

の透明性が確保されなければならない。 

診療情報の電子化におけるドイツの現状は、患者の

診療の効率化には資するが、研究等への利用に関して

は、欠損値やバイアス等の問題が多いように思われる。

わが国において、研究等への利用を推進するために、

たとえ患者の自己情報コントロール権を制限すること

になるとしても、それには患者の基本的権利に抵触す

るものとなりうるから、比例原則、組織･手続的保障を

備えた憲法適合的個別分野法の制定が必要となる。 

今後、事実上あらゆる診療情報のレコード・リンケ

ージが可能な北欧の法システムと、巨大な診療情報の

データベースを構築、運用しているアメリカ合衆国の

状況を顧慮して、日本との社会システムの違い等を考

慮しながら、わが国における診療情報の電子化に対す

る検討を行いたい。そして、医療における患者の診療

情報の保護とその有効活用システムに関して、国民レ

ベルでの議論を展開できる機会を提供できるように努

めたい。 
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Protection and effective use of personal medical information: in the wake of electronic health  
insurance cards 

 
 Naomi MASUNARI, J.S.D., PhD1） 

 
 

In order to control the escalating health care cost in recent years and to provide patients with more 
suitable and safer medical and health services, there is a worldwide trend which promotes the 
computerization of patients’ medical information. In light of the electronic health insurance card introduction 
in Germany, this paper aims to explore a suitable legal environment which promotes the computerization of 
personal medical information in Japan, and allows all citizens to enjoy its benefits. 

In Germany, the electronic health insurance card was introduced as the first step of the high-tech 
medical administrative system based on information and communication technology. The system developed 
in Germany, allows the collection, processing, use and retrieval of personal medical information only when 
health insurance holders’ consent is obtained by health workers. Patients have the right to determine what 
personal medical information is stored in electronic health insurance cards. While in the current German 
situation medical and health services effectiveness and advancement might be of benefit to patients, the use 
of personal information in research presents several challenges. 

 
Keywords: personal medical information, electronic health insurance card, protection of personal    
           information, the right of informational self-determination  
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